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2014年度政府予算編成に関する要請書

　日ごろから、貴職におかれましては、厚生労働行政の推進に日夜ご尽力されていることに対し心より敬意を表します。

　少子・高齢化、生産年齢人口の減少が進む我が国の社会保障制度改革は、「待ったなし」の局面を迎え、現在そのための社会保障・税一体改革のための法案審議が進められています。

　また、震災による被災地被災者の生活再建、福島第一原子力発電所の事故に起因する問題解決にむけ、増大する財政需要への支援措置を講じることが必要です。

　つきましては、2014年度の予算編成にあたり、課題解決にむけた予算の策定がはかられるよう、以下の通り要請します。

（◎が重点課題）

記

1.　社会保障の拡充強化について

◎(１)　社会保障の機能強化に向けて、確実に財源の確保を行うとともに、一体改革で残された課題となっている短時間労働者の社会保険の更なる適用拡大にむけて、検討を進めるとともに、貧困・格差対策についても、財源を確保すること。

　(２)　年金、雇用問題など、正しい社会保障制度の理解を深めるための広報・社会教育活動を強化すること。

2.　社会福祉施策の充実について

◎(１)　生活保護受給者の急増は、保護基準の切り下げ等による対処ではなく、生活困窮者支援に向けた体制整備や「求職者支援制度」の保障水準の引き上げなどの機能を強化することにより改善すること。また、生活保護の不正受給対策やケースワーク機能の充実のため、福祉事務所の実施体制を強化すること。

◎(２)　子どもの貧困拡大等を踏まえたセーフティネットを整備し、障害児・ひとり親および社会的養護が必要な子どもへの支援を確保し、すべての子どものための「子ども・子育て支援施策」とすること。

　(３)　「子ども・子育て支援」は、地域のニーズとすべての子どもの利用を保障するための市町村の役割と責務を明確にするとともに、ワンストップ・サービスを可能とする市町村の実施体制のための財源を確保すること。

　(４)　2012年度介護報酬改定にともなうサービスの提供および介護職員の処遇状況を検証し必要な改善策を講じるとともに、処遇改善加算の継続を行うこと。

3.　保健・医療施策の充実について

◎(１)　医師不足解消、とりわけ医師の地域偏在解消にむけ、医師の適正配置の仕組みを構築するとともに、看護職員不足解消のための処遇改善、人材確保・育成および離職防止対策強化を進めるための財源確保とモデル事業を実施すること。

　(２)　国民の生命に直結する健康危機管理の発生に対応するために、自治体および保健所における医師や行政保健師等職員の確保・育成にむけた財源確保を行うこと。

　(３)　国民皆保険を堅持するため、医療保険制度改革の検討を着実に進めるとともに、フリーアクセスが可能な地域医療の確保にむけた支援の拡充・財源確保を行うこと。

4.　労政行政・労働委員会関連について

　(１)　厚生労働省として、労働教育施策の現状と今後の方向性を明らかにするとともに、都道府県、都道府県労働局、労使団体等による、労働教育施策運営会議（仮称）を設置するなど、具体的な連携策を講じること。

　　　　また、労働教育施策を積極的に実施する都道府県に対しては、財政面での支援に加え、講師派遣・国委託事業化・テキスト配布などの支援制度の創設・拡充をはかること。

　(２)　自治体の実施する労働相談、あっせん・調整等の事業に対して、財政支出を含めた支援を行うこと。

5.　職業訓練協議会関連について

　(１)　東日本大震災からの復興における職業能力開発行政の役割の重要性を鑑み、被災した地方自治体からの要望に対し、早急かつ柔軟に対応すること。

　(２)　高等学校無償化法による授業料の無料化に準じて、都道府県の行う公共職業訓練を受講する新規中卒者に対しても、訓練受講の経費を免除するよう予算措置すること。

　(３)　「ジョブ・カード制度」については、訓練生及び求職者にとって、さらなる有用な制度とすること。また当面は、運用上必要な予算措置等を行うこと。

以　　上

＜以下、個別課題の要請＞

1.　労政行政・労働委員会関連

　(１)　労政行政の推進について

　　　①　厚生労働省の労政行政推進方針を明らかにし、各都道府県の労政行政施策の充実・強化をはかるため、都道府県知事に対し、地方における労政行政の拡充を強く求め、都道府県の役割について考え方を示すこと。

　　　　　また、全国労働情勢シンポジウムや労使関係総合調査地区別ブロック会議のほか、中央および地方の労働情勢について意見交換する場として、労使関係担当参事官室・地方労働局と都道府県労政主管課・同労政主管事務所との定期的な連絡会議を設置し、労政行政施策運営にかかる意思疎通をはかること。

　　　②　労使関係等総合調査にかかる2014年度予算要求状況を明らかにすること。委託契約額を超えて都道府県が負担している経費については、都道府県が運用する集計システム等にかかる委託経費も対象に加えるよう検討するとともに、実費を支給すること。職員による現場調査の意義を認め、労働組合基礎調査のオンライン化を強制しないこと。

　　　③　都道府県委託事業としての「賃上げ・一時金調査」を復活させること。また、必要な予算措置を2014年度予算要求のなかで財務省に対して求めること。

　(２)　都道府県が実施する労働相談・労働教育事業に対する支援強化等について

　　　①　高校生や大学生に対する労働教育について、先進的な取組みを行う都道府県が有する労働教育にかかるノウハウを最大限活用するとともに、都道府県の労働行政と教育行政とが連携して推進できるよう、文部科学省への働きかけなど、国として支援を行うこと。

　　　②　メンタルヘルス対策については、独立行政法人労働者健康福祉機構が都道府県に設置する産業保健推進センター及び同連絡事務所、地域産業保健センターと都道府県との連携を強化すること。また、メンタルヘルス不調の増加につながるパワー・ハラスメントや解雇・退職勧奨などの紛争予防につながる事業を、都道府県等と連携して実施すること。

　　　③　地方労働局と自治体の実施する労働相談・あっせんの連携を強化すること。

　　　④　地方労働局における個別労働紛争の内容・水準について全国的な分析を継続して行うこと。

　　　⑤　地方労働局総合労働相談員の募集にあたっては、労働組合役員経験者など、労働側代表者の枠を設けること。

2.　職業訓練協議会関連

　(１)　都道府県の運営する公共職業能力開発施設の設備整備補助金については、生徒の安全確保や新たな訓練ニーズへの対応の観点から、耐用年数を超えた老巧化設備・機器を早急に更新するよう、都道府県に対して対応方針を示すこと。また、耐震化に伴う施設整備費については、別枠措置すること。

　(２)　緊急雇用対策以降、都道府県が国の委託を受け実施する離職者訓練（民間訓練機関が実施する委託訓練）の規模が高止まりとなり恒久化している。本来、地域の職業訓練は都道府県が主体となって実施するものであり、必要なものは施設内訓練として拡充すること。また、現在実施している委託訓練については、最低限、実施体制を確立するための予算を措置すること。

　(３)　「求職者支援制度」については、労働者が生活保護制度を利用する前の「第２のセーフティネット」として重要な制度であることを鑑み、制度の一層の充実に取り組むこと。また、既存の公共職業訓練制度との整理を行うこと。

　(４)　「ジョブ・カード制度」における、キャリアカウンセリングについては、本来はハローワークの受講指示時など訓練前の段階で行うものであり、訓練現場ではカード発行のメリットが見出せていない。

　　　　また、ジョブ・カード発行業務が付加されることにより、訓練カリキュラム及び訓練指導体制の変更を余儀なくされている。このような問題点を改善するために、ジョブ・カード制度の様式等及び訓練基準等の見直しを進め、訓練生及び求職者にとって有意義な制度とすること。

　(５)　発達障がい者訓練をはじめとする障がい者の一般校受け入れ事業については、都道府県の要望を踏まえ、適切に予算を措置すること。また、障がい者の受け入れ事業のために必要な研修を、定期的かつ長期的に実施すること。

　(６)　ポリテクセンター・ポリテクカレッジの都道府県への委譲については、「独立行政法人雇用・能力開発機構を廃止する法律」で定めた移管期限である平成25年末が迫っていることから、平成26年以降も移管ができなかった場合の取り扱いも含めて、都道府県の現場の意見を聞いて進めること。

　(７)　民間教育訓練機関が実施する職業訓練については、「民間教育訓練機関における職業訓練サービスガイドライン」の順守を徹底させるとともに、訓練の質の向上に向けて一層の取り組みを行うこと。

　(８)　引き続き、誠意を持って自治労・全国職業訓練協議会と施策協議を行うこと。

3.　学校事務協議会関連

　(１)　児童手当による学校給食費等の徴収について

　　　　児童手当法の一部を改正する法律の施行にともなう給食費等の徴収については、保護者と学校、教育委員会事務局、児童手当担当部門の間で煩雑な事務が生じることが予測される。

　　　　また、児童手当支給時期の関係から食材提供業者等への支払いに混乱を生じるなど検討すべき課題が多くある。

　　　　さらに、給食費を含めた学校徴収金が私費会計として処理されている場合には、法的根拠や責任の所在が極めて不明確となっている。

　　　　以上のことから、学校給食費については公会計処理を前提とし、すべての児童生徒を対象とする児童手当からの自動徴収や、自治体における事務負担の軽減について、改善をはかること。

4.　国民健康保険行政関係

　(１)　国民健康保険制度をはじめとした医療、介護、福祉各制度の安定した運営のため、国保連合会に対する必要な予算を確保すること。

　　　①　レセプト審査の充実強化対策にむけた、適切な予算の確保をすること。また、審査事務のあり方は、医療保険制度全体のなかに位置づけて議論を行うこと。

　　　②　国保の安定的運営と保険者機能の強化に繋がるよう、国保連合会共同事業の拡充にむけた必要な財源の確保をすること。

　　　③　後期高齢者医療制度に関連する業務が円滑に運営されるよう、必要な予算を確保すること。

　　　④　保健事業等の共同実施、高齢者医療制度の運営に関する関係者間の連絡調整等をはじめとする、保険者協議会での活動の推進、運営にかかる必要な経費を確保すること。

　　　⑤　特定健診・保健指導の実施にかかる保険者支援のために、必要な経費を確保すること。

　　　⑥　介護給付費の審査支払業務および適正化事業等の円滑な実施のために、必要な経費の確保をはかること。

　　　⑦　「障害者総合支援法」給付費支払業務の円滑な実施のために、必要な経費の確保をはかること。

　(２)　医療保険制度改革関連

　　　①　新たな高齢者医療制度の創設に関する議論状況を明らかにすること。

　　　②　国保保険者の広域化の議論状況を明らかにすること。

　　　③　改革による新たな制度の施行に際しては、十分な準備期間を設けるとともに、システム改修経費など必要な経費を確保すること。

以　　上
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